
 

 

 

 

本ニューズレターは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護士の適切な助

言を求めて頂く必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所のクライアントの見解ではありま

せん。 

本ニューズレターに関する一般的なお問合わせは、下記までご連絡ください。 
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最近の危機管理・コンプライアンスに係るトピックについて 
執筆者：木目田 裕、宮本 聡、西田 朝輝、松本 佳子 

 

 危機管理又はコンプライアンスの観点から、重要と思われるトピックを以下のとおり取りまとめましたので、ご参照ください。 

 なお、個別の案件につきましては、当事務所が関与しているものもありますため、一切掲載を控えさせていただいております。 

 

【2021 年 5 月 26 日】 

公取委、｢令和 2 年度における独占禁止法違反事件の処理状況について｣を公表 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/may/210526.html 

 

 公正取引委員会は、2021 年 5 月 26 日、｢令和 2 年度における独占禁止法違反事件の処理状況について｣を公表しました。公正

取引委員会は、2020 年度における活動の特徴として、私的独占事案、価格カルテル事案、入札談合事案及び受注調整事案につ

いて積極的に審査を行い、排除措置命令及び課徴金納付命令を行ったこと、悪質かつ重大な入札談合事案について告発を行っ

たこと、IT・デジタル関連分野、人材関連分野、新型コロナウイルス感染症関連分野等についても積極的な審査を行い、確約計画

を認定するなどの対処を行ったことを挙げています。その他、2020 年 12 月に施行された独占禁止法改正により、調査協力減算

制度が導入されたことや、これに先立ち、同年 9 月に、｢調査協力減算制度の運用方針｣を策定したことにも言及しています。 

 

【2021 年 5 月 31 日】 

総務省、｢テレワークセキュリティガイドライン(第 5 版)｣を公表 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/telework/ 

 

 総務省は、2021 年 5 月 31 日、｢テレワークセキュリティガイドライン(第 5 版)｣を公表しました。同ガイドラインの内容については、

本ニューズレター2021 年 3 月 31 日号(｢総務省、『テレワークセキュリティガイドライン(第 5 版)』(案)の改正案を公表し、意見募集

を実施｣)をご参照ください。 
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【2021 年 6 月 2 日】 

公取委、｢令和 2 年度における下請法の運用状況及び企業間取引の公正化への取組｣を公表 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210602.html 

 

 公正取引委員会は、｢令和 2 年度における下請法の運用状況及び企業間取引の公正化への取組｣を公表しました。 

 上記報告では、2020 年度における下請法違反の実例として、新型コロナウイルス感染症に関連する事例(親事業者が、新型コ

ロナウイルス感染症に関する緊急事態宣言を受け営業を停止した自社の納入先に商品を納入できなかったことを理由に、下請

事業者からの給付の受領拒否を行った例等)、金型に関連する事例(親事業者が下請事業者に長期間使用されない金型を無償

で保管させていた例)、フリーランスに関連する事例(下請事業者に対して下請法上交付義務のある書面を交付していなかった例

等)などが取り上げられています。 

 

【2021 年 6 月 9 日】 

公取委、｢独占禁止法に関する相談事例集(令和 2 年度)｣を公表 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210609.html 

 

 公正取引委員会は、2020 年度における事業者等の活動に関する主要な相談事例を取りまとめました。同相談事例集には、以

下の事例が掲載されています。 

(1) 医療機器メーカーの団体による会員に対する医療機器の安定供給に関するアンケート調査の実施及び団体内での調

査結果の共有 

(2) 輸送用機器メーカーの団体による部品メーカーと会員との取引の状況に関する情報の収集及び会員間での共有 

(3) 医療用物資の卸売業者の団体による医療機関に対する供給可能会員の紹介 

(4) 分析機器メーカーによる自社製の分析機器に他社製の消耗品が使用された場合における分析機器の動作に係る仕

様変更 

(5) 工作機械に係る消耗品メーカーによる競争者に対する半製品の全量供給 

(6) 事務用機器メーカー15 社による事務用機器の共同配送 

(7) 産業用機械メーカーによる技術研究組合の設立及び産業用機械の基礎技術に係る共同研究の実施 

(8) 独占業務を行う資格者を会員とする団体による特定の依頼人への報酬依存度が高い状態が継続した場合における

辞任規定の導入 

(9) 農業協同組合による会員区分に基づく異なる販売方法の設定等 

(10) 業務用設備メーカーの団体による会員の供給製品に係る産業廃棄物の運搬料に関する実態調査の実施 

(11) パテントプールの管理運営を行う業務用機械メーカーの団体による特許権者に対するライセンス料の分配方法の変

更 
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当事務所危機管理プラクティスグループは、経営責任追及が想定される重大な紛争・不祥事等の危機発生時の対応についてリーガルサービス

を提供しています。具体的には、(1)関係当局による調査・捜査への対応、(2)適時開示を含めた証券取引所対応、(3)監督官庁等の官公庁対

応、(4)マスコミ対応、に関する助言をするほか、国際的な案件では、外国法律事務所等との連携のもとに対応策を助言します。また、紛争・

不祥事発生の原因となった事実関係の調査をするとともに、対応策の一環として再発防止策の策定等を行います。これらの業務を遂行するに

当たっては関係当局での勤務経験を有する弁護士が関与することにより、実践的な対応を心がけています。危機予防的観点から、コンプライ

アンス・リスクマネジメント・内部統制に係る体制整備についての助言も行います。 

本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即応すべく、危機管理分野に関する最新の情報を発信することを目的として発行してい

るものです。 
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 

h.kimeda@nishimura.com 

主たる業務分野は、企業の危機管理・争訟。危機管理の観点からは、決算訂正問題やインサイダー取引事案、役

職員不祥事、情報漏洩案件、海外公務員贈賄案件、独禁法違反案件の対応等について種々の案件でアドバイス

している。争訟の観点からは、税務争訟や証券訴訟、会社争訟(責任追及訴訟、敵対的買収防衛)、独禁法関係争

訟等を手掛けている。なお、法令案・政策案の立案案件にも従事。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

s.miyamoto@nishimura.com 

2010 年弁護士登録、2017 年ボストン大学ロースクール卒業(LL.M.)、2017-2021 年東京地方検察庁検事、2021 年

弁護士再登録。企業不祥事案件に関する調査、助言、当局対応等の危機管理、訴訟、一般企業法務等に従事。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

a.nishida@nishimura.com 

2015 年弁護士登録。入所以来、企業不祥事対応等の危機管理案件、訴訟案件、一般企業法務案件等に従事して

いる。危機管理分野では、独禁法違反案件、制裁法違反案件、金商法違反案件への対応等に携わっている。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

ke.matsumoto@nishimura.com 

2017 年弁護士登録。入所以来、企業不祥事対応等の危機管理案件、訴訟案件、一般企業法務案件等に従事して

いる。 
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